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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期
第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 （千円） 8,909,127 9,937,328 12,025,374

経常利益 （千円） 1,052,286 1,206,672 1,431,470

四半期（当期）純利益 （千円） 555,199 966,222 794,046

四半期包括利益又は包括利

益
（千円） 430,559 1,008,762 707,192

純資産額 （千円） 9,582,205 10,528,650 9,858,838

総資産額 （千円） 11,211,678 13,789,826 11,755,715

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 41.17 71.65 58.88

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 85.5 76.4 83.9

 

回次
第41期
第３四半期
連結会計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金

額
（円） 15.97 19.50

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第３四半期連結会計期間よりリユース事業セグメントにおいて、株式の取得により新たに株式会社ビッグア

ルファ（新名称：株式会社ハードオフファミリー）、有限会社ビッグファムおよび福岡無線株式会社を連結子会社と

しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載の

とおりであります。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

   

(1）業績の状況

     当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府が推し進める経済政策（アベノミクス）の効果が徐々に

   現れはじめ、全般的な経済環境は穏やかな回復基調で推移しました。このような状況下において当社グループは、

   「①人財育成の強化、②ハードオフ業態のリノベーション、③インターネット社会への対応、④新商材、新業態の

   開発」の４点を年度重点項目として掲げ、現場力を高め、店舗価値を上げるという目標に向けて取り組んでまいり

   ました。

     出店につきましては、直営店16店舗、フランチャイズチェーン（以下、「ＦＣ」という）加盟店18店舗を目標と

   して掲げており、当第３四半期連結累計期間においては、直営店を15店舗、ＦＣ加盟店を21店舗新規出店いたしま

   した。また、株式会社ワットマンとのフランチャイズ加盟契約の解約により、15店舗を閉店いたしました。平成25

   年11月１日には、当社ＦＣ加盟法人株式会社ビッグアルファ（同日付で株式会社ハードオフファミリーに商号変

   更）およびその親会社有限会社ビッグファム（平成25年12月20日付で株式会社ハードオフファミリーに合併）を完

   全子会社化し、平成25年12月２日には、当社ＦＣ加盟法人福岡無線株式会社（平成26年１月21日付で株式会社

   ハードオフファミリーに合併）を完全子会社化したことにより、直営店は38店舗増加、ＦＣ加盟店は18店舗減少し

   ました。以上の結果、直営店は250店舗、ＦＣ加盟店は490店舗となり、直営店・ＦＣ加盟店あわせて740店舗とな

   りました。

     当第３四半期連結会計期間末時点における各業態別の店舗数は次表のとおりであります。

 

 （単位：店）

店舗数 ハードオフ オフハウス モードオフ
ガレージ

オフ
ホビーオフ リカーオフ ブックオフ 合計

直営店
69

(＋10)

70

(＋8)

20

(＋6)

7

(±0)

29

(＋8)

1

（＋1）

54

(＋20)

250

(＋53)

FC加盟店
233

(△9)

190

(△5)

4

(±0)

8

(±0)

55

(＋2)

0

（－）
－

490

(△12)

合計
302

(＋1)

260

(＋3)

24

(＋6)

15

(±0)

84

(＋10)

1

（＋1）

54

(＋20)

740

(＋41)

 （注）１．（ ）内は期中増減数を表しております。

２．子会社の株式会社エコモードが運営するモードオフ８店舗は直営店に含めております。

３．子会社の株式会社ハードオフファミリーが運営するハードオフ６店舗、オフハウス６店舗、ホビーオフ

   ６店舗、ブックオフ20店舗は直営店に含めております。

 

     当第３四半期連結累計期間の業績は、既存店売上高が前年同期比4.4％増と堅調であったことに加え、前連結会計

   年度に出店した16店舗、当連結会計年度に出店した15店舗が寄与したことにより、全社売上高は9,937百万円（前

   年同期比11.5％増）となりました。

     利益面におきましては、10月～12月にオープンした新店10店舗の開業費用が発生したことにより販売費及び一般管

   理費が増加いたしましたが、営業利益は1,092百万円（前年同期比2.9％増）を確保いたしました。経常利益

   は持分法による投資利益24百万円を営業外収益として計上（前期は80百万円を持分法による投資損失として計上）し

   たことにより、1,206百万円（前年同期比14.7％増）となりました。

     四半期純利益については、株式会社ワットマンとのフランチャイズ加盟契約の解約にともなう契約解約益450百

   万円等を特別利益として計上したことにより、966百万円（前年同期比74.0％増）となりました。

   

 セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①リユース事業

 当第３四半期連結累計期間の売上高は、既存店の堅調な業績推移と前連結会計年度および当連結会計年度に出店

した店舗が寄与し、8,954百万円（前年同期比12.2％増）となりました。

②ＦＣ事業

 当第３四半期連結累計期間の売上高は、982百万円（前年同期比5.9％増）となりました。
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

 

イ．会社の支配に関する基本方針の内容（概要）

 当社では、以下の「財務および事業の方針」を理解し支持する者が、当社の財務および事業の方針の決定を支

配すべき者として望ましいと考えております。

 

「財務および事業の方針」

法令および社会規範を遵守するとともに次の事項を推進し、企業価値の向上を目指す

①経営の収益性や効率性を高め業績の向上に努め積極的な利益還元をはかる

②経営の透明性を確保する

③顧客や社員はじめあらゆるステークホルダーから信頼され支持される経営体制を構築する

 

 上場会社である当社の株式は、株主および投資家の皆様による自由な取引に委ねられており、当社の財務およ

び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき判断されるべきものと

考えております。また、支配権の獲得を伴うような当社株式の大規模な買付であっても、上記方針に沿い、当社

の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであればこれを否定するものではなく、支配権の獲得

提案を受け入れるか否かは株主の皆様の判断によるものと考えております。

 しかしながら、大規模な買付提案の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

おそれのあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が当該提案の内

容を検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間を提供しないもの等対象会社の

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するものも想定されます。

 このような、上記の財務および事業の方針に反する不適切な者が当社の支配権の獲得を表明した場合には、当

社は、必要かつ相当な対応措置を講じ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上する必要があると

考えております。

 

ロ．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み

 当社では、当社の企業価値・株主共同利益の向上のために、次のような取り組みを実施しております。

 ①中長期的な経営戦略による企業価値・株主共同利益向上への取り組み

 当社の経営陣は、経営理念を実現するため最善の経営方針を立案し誠実な経営に努めております。こうし

た努力の結果、当社の強みは次のようになりました。

ⅰ 独自のビジネスモデルによるローコスト・ハイリターンの高い経営効率を実現

ⅱ 自己資本比率の高い、変化に即応・挑戦できる強い企業体質を確保

ⅲ リーディングカンパニーとしてリユース業界をリードし、直営店・ＦＣ加盟店での店舗展開により全

国699店舗（平成25年３月末現在）のネットワーク網を構築

ⅳ 多業態のリユースショップ展開により多様化するお客様のウォンツとニーズに応えると同時に、各業

態の専門性を高めることでお客様からの信頼を獲得

 現在、「2020年、1,000店舗達成。グループ売上800億円、市場シェア15％。お客様満足度・収益性共に圧

倒的なリユース業界におけるリーディングカンパニーになる。」を長期目標として掲げ、その実現に向け

2009年度より、①ＣＳ（お客様満足度）の向上、②人財育成の強化、③効率性の追及 に重点的に取り組

み、企業価値・株主共同の利益の向上をはかっております。

 

 また当社は、「株主の皆様への利益還元」を重要な経営方針のひとつとして位置付けております。１株当

たりの利益や自己資本利益率（ＲＯＥ）、キャッシュ・フローを向上させ、企業価値を高めるための積極的

な事業展開を推進することにより経営基盤や財務体質の強化をはかり、配当性向30％以上を基本に業績に裏

付けされた安定的な配当を実施していく方針であります。

 なお内部留保金につきましては、さらなる業績の向上と経営効率の改善により安定的な蓄積に努め、今後

の人財育成および新設店舗への投資や新規事業分野の展開等に備えるために活用してまいります。

 

②コーポレート・ガバナンスの強化による企業価値・株主共同利益向上への取り組み

 経営の透明性、誠実性、効率性、健全性を通して、経営理念の実現をはかり企業価値を高め、社会的責任

を果たしていくことが当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方であります。

 当社は、経営理念に基づき経営の効率化や経営のスピード化を徹底し経営目標達成のために、正確な情報

収集と迅速な意思決定ができる組織体制や仕組み作りを常に推進しております。

 株主・投資家の皆様をはじめ、当社を取り巻くあらゆるステークホルダーへ迅速かつ正確な情報開示に努

め、株主総会・取締役会・監査役会などの機能を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナン

スを充実させていきたいと考えております。
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 この一環として従来から社外取締役・社外監査役を選任しており、現在も社外取締役１名・社外監査役３

名を選任しております。

 

ハ．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取り組みの概要

 当社は、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する取り組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といい

ます）を導入しております。

 

その概要は以下のとおりです。

 ①本プランの対象となる当社株券等の買付

 本プランにおける当社株式の大量買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすること

を目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる

買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を大規模買付者といいます。

②大規模買付ルールの概要

 大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ充分な情報を提供し、取締役

会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

③大規模買付行為がなされた場合の対応

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の

皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

 ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が

会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと取締役

会が判断した場合には、対抗措置をとることがあります。

 また、対抗措置をとる場合、その判断について株主総会を開催し、株主の皆様のご意思を確認させてい

ただく場合がございます。

④対抗措置の合理性および公共性を担保する制度および手続

対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、

取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性および合理性を担保するた

め、独立委員会を設置することといたしました。

対抗措置をとる場合、その判断の合理性および公共性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先

立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非に

ついて、勧告を行うものとします。

⑤本プランの有効期限等

本プランは、平成23年６月20日開催の当社定時株主総会において株主の皆様にご承認を賜り継続してお

り、その有効期限は平成26年６月に開催予定の当社定時株主総会終結時までとなっております。ただし、

有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本プランは廃止されるものとします。

 

ニ．具体的取り組みに対する当社取締役の判断およびその理由

   会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上さ

せるための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

   また、本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益を損なうもの

ではないこと、③株主意思を反映するものであること、④独立性の高い社外者の判断を重視するものであるこ

と、⑤デッドハンド型買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないと考えております。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年2月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,954,000 13,954,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 13,954,000 13,954,000 ― ―

   

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
─ 13,954 ─ 1,676,275 ─ 1,768,275

   

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ― ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式   471,900
― ―

完全議決権株式（その他）  普通株式 13,477,000 134,770 ―

単元未満株式  普通株式     5,100 ― ─

発行済株式総数 13,954,000 ― ―

総株主の議決権 ― 134,770 ―

 

②【自己株式等】

 平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社

ハードオフコーポレーション

新潟県新発田市新栄町

３丁目１－13
471,900 － 471,900 3.38

計 ― 471,900 － 471,900 3.38

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 

EDINET提出書類

株式会社ハードオフコーポレーション(E03361)

四半期報告書

 8/20



第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,197,422 2,054,024

受取手形及び売掛金 232,184 241,050

有価証券 101,019 101,061

商品 2,243,363 2,917,313

その他 308,628 368,554

貸倒引当金 △2,740 △2,726

流動資産合計 5,079,878 5,679,278

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,705,786 2,164,314

土地 870,577 983,708

その他（純額） 438,347 486,283

有形固定資産合計 3,014,710 3,634,306

無形固定資産

のれん 116,006 390,904

その他 37,312 68,370

無形固定資産合計 153,319 459,275

投資その他の資産

投資有価証券 1,368,505 1,454,568

その他 2,139,302 2,562,397

投資その他の資産合計 3,507,807 4,016,966

固定資産合計 6,675,837 8,110,548

資産合計 11,755,715 13,789,826

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 48,128 75,972

短期借入金 － 1,000,000

未払法人税等 378,669 411,236

賞与引当金 － 75,035

その他 815,596 926,499

流動負債合計 1,242,393 2,488,743

固定負債

退職給付引当金 － 15,061

資産除去債務 148,940 234,614

その他 505,541 522,755

固定負債合計 654,482 772,431

負債合計 1,896,876 3,261,175
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,676,275 1,676,275

資本剰余金 1,768,275 1,768,275

利益剰余金 6,572,656 7,201,728

自己株式 △177,480 △179,280

株主資本合計 9,839,726 10,466,998

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △11,746 34,857

為替換算調整勘定 30,858 26,795

その他の包括利益累計額合計 19,112 61,652

純資産合計 9,858,838 10,528,650

負債純資産合計 11,755,715 13,789,826
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 8,909,127 9,937,328

売上原価 2,513,088 2,872,301

売上総利益 6,396,039 7,065,026

販売費及び一般管理費 5,334,549 5,972,500

営業利益 1,061,490 1,092,526

営業外収益

受取利息 2,141 2,070

受取配当金 40,841 43,808

持分法による投資利益 － 24,259

その他 33,892 50,265

営業外収益合計 76,875 120,403

営業外費用

支払利息 5,266 5,722

持分法による投資損失 80,525 －

その他 288 535

営業外費用合計 86,079 6,257

経常利益 1,052,286 1,206,672

特別利益

契約解約益 － 450,000

その他 － 8,040

特別利益合計 － 458,040

特別損失

減損損失 47,538 68,990

投資有価証券評価損 7,419 －

その他 2,950 1,318

特別損失合計 57,907 70,309

税金等調整前四半期純利益 994,378 1,594,403

法人税、住民税及び事業税 397,500 628,500

法人税等調整額 41,678 △319

法人税等合計 439,178 628,180

少数株主損益調整前四半期純利益 555,199 966,222

少数株主利益 － －

四半期純利益 555,199 966,222
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 555,199 966,222

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △129,978 46,603

持分法適用会社に対する持分相当額 5,338 △4,063

その他の包括利益合計 △124,640 42,540

四半期包括利益 430,559 1,008,762

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 430,559 1,008,762

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

（１）連結の範囲の重要な変更

 平成25年11月１日付で株式会社ビッグアルファ（同日付で株式会社ハードオフファミリーに商号変更）およ

び有限会社ビッグファムの発行済全株式を取得し完全子会社といたしました。また、平成25年12月２日付で福

岡無線株式会社の発行済全株式を取得し完全子会社といたしました。これにより株式会社ハードオフファミ

リー、有限会社ビッグファムおよび福岡無線株式会社は、当第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含めて

おります。なお、みなし取得日を当第３四半期連結会計期間末としているため、当第３四半期連結会計期間は

貸借対照表のみを連結しております。

 株式会社ハードオフファミリーおよび有限会社ビッグファムの決算日は２月28日であり、連結決算日との差

は３ヶ月以内であるため、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の作成にあたっては、当該子会社

の平成25年11月30日現在の四半期財務諸表を使用しております。なお、四半期連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

 該当事項はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額

は、次のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間

（自 平成24年４月１日

至 平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日）

減価償却費 232,841千円 266,568千円

のれんの償却額 25,602千円 25,102千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 404,580 30.00 平成24年３月31日 平成24年６月22日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 337,150 25.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）

 １．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

                                                                                 （単位：千円）

　

　

報告セグメント

　

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２リユース事業 ＦＣ事業 合計 　

売上高 7,981,092 928,035 8,909,127 － 8,909,127

セグメント

利益
1,190,944 611,314 1,802,259 △740,768 1,061,490

（注）１．セグメント利益の調整額△740,768千円は各報告セグメントに配分していない全社費用の金額で

あります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

 １．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

                                                                                 （単位：千円）

　

　

報告セグメント

　

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２リユース事業 ＦＣ事業 合計 　

売上高 8,954,522 982,806 9,937,328  － 9,937,328

セグメント

利益
1,247,042 623,137 1,870,180 △777,654 1,092,526

（注）１．セグメント利益の調整額△777,654千円は各報告セグメントに配分していない全社費用の金額で

あります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントごとの資産に関する情報

 当第３四半期連結会計期間において、株式会社ビッグアルファ（新名称：株式会社ハードオフファミ

リー）、有限会社ビッグファムおよび福岡無線株式会社の株式を取得し、新たに連結の範囲に含めてお

ります。これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間の報告セグメントの資

産の金額は、「リユース事業」において、1,874,175千円増加しております。

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

  リユース事業セグメントにおいて、株式の取得により新たに株式会社ビッグアルファ（新名称；株

式会社ハードオフファミリー）、有限会社ビッグファムおよび福岡無線株式会社を連結子会社とした

ことにともない、のれんが発生しております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半

期連結累計期間において322,001千円であります。
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（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）

取得による企業結合

１.株式会社ビッグアルファ（新名称：株式会社ハードオフファミリー）および有限会社ビッグファム

（１）企業結合の概要

 ①被取得企業の名称およびその事業の内容

被取得企業の名称   株式会社ハードオフファミリーおよび有限会社ビッグファム

事業の内容         株式会社ハードオフファミリー：リユース事業・フィットネス事業

                   有限会社ビッグファム：リユース事業

                     なお、フィットネス事業は平成25年12月１日に事業譲渡しております。

 ②企業結合を行った主な理由

首都圏における営業基盤を強化し競争力を高めることで、リユース事業の更なる拡大を図る。

 ③企業結合日

平成25年11月１日

 ④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

 ⑤結合後企業の名称

変更ありません。

 ⑥取得した議決権比率

取得後の議決権比率 100％

 ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式会社ハードオフファミリーおよび有限会社ビッグファムの株式を取得したた

め。

 

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

 平成25年11月30日をみなし取得日としており、かつ平成25年11月30日の財務諸表を基礎として連結決算を

行っているため、業績は含まれておりません。

 

（３）被取得企業の取得原価およびその内訳

普通株式の取得の対価（現金）         1,200,000千円

取得に直接要した費用（株価算定費用等）   4,000千円

取得原価                             1,204,000千円

 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

 ①発生したのれんの金額

212,595千円

 ②発生原因

 取得原価が取得した資産および引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんと

して計上しております。

 ③償却方法および償却期間

５年間にわたる均等償却

 

２.福岡無線株式会社

（１）企業結合の概要

 ①被取得企業の名称およびその事業の内容

被取得企業の名称    福岡無線株式会社

事業の内容          リユース事業

 ②企業結合を行った主な理由

首都圏における営業基盤を強化し競争力を高めることで、リユース事業の更なる拡大を図る。

 ③企業結合日

平成25年12月２日

 ④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

EDINET提出書類

株式会社ハードオフコーポレーション(E03361)

四半期報告書

16/20



 ⑤結合後企業の名称

変更ありません。

 ⑥取得した議決権比率

取得後の議決権比率 100％

 ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として福岡無線株式会社の株式を取得したため。

 

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

 平成25年12月31日をみなし取得日としており、かつ平成25年12月31日の財務諸表を基礎として連結決算を

行っているため、業績は含まれておりません。

 

（３）被取得企業の取得原価およびその内訳

普通株式の取得の対価（現金）            220,000千円

取得に直接要した費用（株価算定費用等）   1,200千円

取得原価                               221,200千円

 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

 ①発生したのれんの金額

109,406千円

 ②発生原因

取得原価が取得した資産および引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんとし

て計上しております。

 ③償却方法および償却期間

５年間にわたる均等償却 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

   １株当たり四半期純利益金額 41円17銭 71円65銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 555,199 966,222

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 555,199 966,222

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,486 13,486

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

平成26年２月12日

株式会社ハードオフコーポレーション

取 締 役 会 御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十嵐     朗     印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井 口     誠     印

 
 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハード

オフコーポレーションの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25

年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハードオフコーポレーション及び連結子会社の平成25年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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